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論文の内容の要旨
本論文では、日本の新規学卒者採用市場(新卒市場)に焦点をあて、その特徴・成立過程・構造を明らか
にした上で、新卒市場での学生・企業双方の応募・採用活動を効率化させる方法について研究を行っている。
日本企業の多くは、労務管理に終身雇用・年功序列・企業別組合を柱とする日本型雇用システムを取り入れ
ている。この呂本型雇用システムに、適応、能力の高いフレッシュな人材を安定的に供給するために、新規学
卒者定期採用制は重要な役割を果たしてきた。著者は論文の中で、新卒市場の中で就職活動をしている学生
の行動を分析し、その特徴や問題点を指掃する。これらの特徴を踏まえて、コンピュータ上にエージ、エント
ベースモデル (ABM)を構築し、新卒市場の様子をシミュレーションによって再現することを通して、‘新
卒市場内部における学生・企業の活動状況を整理している。その上で、新卒市場内部でのジ主ブマッチング
を効率化し、市場全体の内定率を向上させるためには、どのような対策を行うのがよいかをコンピュータに
より選択させる手法を提案している。
本論文は、第 1章で日本型雇用システムの特徴を述べた後、第2章で新卒市場の形成過程と役割、および
問題点についての整理をしている。第3章では、新卒市場自体に関連する研究と、本論文で用いる ABMや
強化学習などの関連研究を調査し、これまでの知見と未到達の領域について論じている。続く第4章では、
新卒市場の状況をより具体的に把握するために、技術系短大の就職活動記録データを分析し、なかなか内定
が得られないタイプの学生の特徴や行動パターンを分析している。第5章では、新卒市場内部の採用プロセ
スを観察するために ABMを構築し、学生と企業の応募・採用行動をシミュレーションによって詳細に分析
している。また第6章では、内定率を向上させるための効果的な就職活動支援方法を、強化学習手法を用い
て見出すことを試みている。第7章で全体のまとめを行い、新卒市場の構造的な特徴と問題点の分析、およ
び市場全体のジョブマッチング効率化の可能性についての提案を通して、本研究の意義を明らかにしている。
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審査の結果の要旨
新卒者定期採用制は、企業の人材育成や、年功による人事管理を行う上で都合がよく、学生にとっても十
分な経験や職務能力を持たない状態であっても、正社員としての安定した職を得ることができるという意味
で、学生・企業双方にメリットがあった。しかしながら、 1990年代以降、日本経済が低成長時代に入り、
またグローバル競争が激しくなる中において、百本型雇用システムの維持が困難となっており、制度的な限
界が指摘されるようになっている。
このような状況に対して本論文は、技術系短大に通う学生の就職活動履歴データの分析を行い、好不況と
いった景気の変動によって、学生の就職活動期間が大きく変化していること、また就職活動でなかなか成果
を得られない学生は、企業分析や自己理解が不十分なタイプと、就職活動に積極的ではないタイプに別れる
ことを分析している。これらの結果と、日本における実際の学生学力分布と企業規模別従業員数分布を用い
てABMによる新卒市場モデルを構築し、シミュレーションを実行することで、 1)求人倍率が変化するこ
とで学生の就職活動の様子が大きく変化すること、 2)学力レベルが中程度の学生が景気の影響を非常に受
けやすいこと、 3) 自分のレベルに合った企業を選んで花、募すれば、高望みをする学生グループよりも平均
して高いレベルの企業から内定が得られること、 4)就職活動開始直後は全体的な就職指導を行うようにし、
就職活動終盤は学力レベルの低い学生グループに対し積極的に支援活動をすることが市場の内定率向上に効
果があること、などを見出している。
一方、本研究で用いたシミュレーションモデルによる分析の妥当性検証については、更に多くの実際の就
職活動との比較検討が必要であり、効果的な就職活動支援方法についても、学生本人の就職活動以外に、企
業側の選考の時間やコスト、行政による就職支援など分野も多岐に渡っており、それらを含めた検討は今後
の課題として残されている。しかしながら本論文において、従来示されて来なかった日本の新卒市場の動的
な構造と問題点を明らかにし、学生に対する効果的な支援策の発見方法を示したこと、そして得られた研究
成果を学生の就職活動に反映することで社会的効用の向上に寄与できる可能性を示した点において、博士(シ
ステムズ・マネジメント)の学位を授与するに充分と判新する。
審査委員会による最終試験を平成 25年2月12日に行い、全員一致で合格と判定した。
よって、著者は、博士(システムズ・マネジメント)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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